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2021年 12月 24日 

各位 

会社名 日本テレビホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役会長 大 久 保  好 男 

（コード番号 9404 東証第一部） 

問合せ先 経営戦略局広報部長 野口敦史 

（TEL. 03-6215-4111） 

当社子会社（日本テレビ放送網株式会社）による株式会社ビーグリー（証券コード 3981）株式に対する 

公開買付けの結果及び持分法適用関連会社の異動に関するお知らせ 

当社子会社である日本テレビ放送網株式会社（以下「日本テレビ放送網」といいます。）は、2021年 11月 12日開催の取

締役会において、株式会社ビーグリー（株式会社東京証券取引所市場第一部、コード：3981、以下「対象者」といいます。）

の普通株式を金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含みます。）による公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）により取得することを決議し、2021年 11月 15日より本公開買付けを実施しておりましたが、本公開買

付けが 2021年 12月 23日をもって終了いたしましたので、その結果について下記のとおりお知らせいたします。 

また、本公開買付けの結果、2021 年 12 月 29 日（本公開買付けの決済の開始日）付で、対象者は当社の持分法適用関連

会社となる予定ですので、併せてお知らせいたします。 

Ⅰ．本公開買付けの結果について 

添付にある日本テレビ放送網公表の「株式会社ビーグリー（証券コード 3981）株式に対する公開買付けの結果に関する

お知らせ」をご参照ください。 

日本テレビ放送網の概要 

名称 日本テレビ放送網株式会社 

本店の所在地 東京都港区東新橋一丁目６番１号 

代表者の役職及び氏名 代表取締役会長 大久保 好男 

資本金 60億円 

事業の内容 
放送法による基幹放送事業及び一般放送事業、メディア事業、その他放送

に関連する事業 

主たる出資者及びその出資比率 日本テレビホールディングス株式会社 100％ 

Ⅱ．持分法適用関連会社の異動について 

１．異動の理由 

本公開買付けの結果、2021 年 12 月 29 日（本公開買付けの決済の開始日）付で、対象者は当社の持分法適用関連会社と

なる予定です。 

２．異動する持分法適用関連会社（対象者）の概要 

① 名称 株式会社ビーグリー 

② 所在地 東京都港区北青山二丁目 13番５号青山サンクレストビル 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉田仁平 
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④ 事業内容 電子書籍の配信 

⑤ 資本金 1,883百万円（2021年９月 30日時点） 

⑥ 設立年月日 2013年 11月 28日 

  

  

  

  

  

⑦ 

  

  

  

  

  

大株主及び持株比率 

（2021年６月 30日現在）

（注） 

株式会社小学館 9.14% 

株式会社ＳＢＩ証券 5.51% 

吉田 仁平 4.22% 

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲ

Ｄ ＡＣ ＩＳＧ （ＦＥ－ＡＣ）（常任代理人 株式会社

三菱ＵＦＪ銀行） 

4.15% 

楽天証券株式会社 3.51% 

志野 文哉 3.38% 

日本マスタートラスト信託銀行（信託口） 2.64% 

日本証券金融株式会社 1.81% 

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡ

Ｌ（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 

1.52% 

野村證券株式会社自己振替口 1.26% 

⑧ 

当社と対象者の関係     

資 本 関 係 当社と対象者との間には、記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 

該当事項はありませんが、本公開買付けの決済の開始日以降に当社子会社

である日本テレビ放送網から対象者に対して１名の社外取締役を派遣する

ことを予定しております。 

取 引 関 係 
日本テレビ放送網が対象者にデザイン・作画等を依頼する取引を行ってお

ります。 

関連当事者への 

該 当 状 況 
対象者は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑨ 

対象者の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2018年 12月期 2019年 12月期 2020年 12月期 

連結純資産 

（注）対象者は 2020 年 12 月期第４四半期から連結

財務諸表を作成しているため、2018 年 12 月期及び

2019年 12月期の数値は記載しておりません。 

5,224百万円 

連結総資産 19,741百万円 

1株当たり連結純資産 881.22円 

連結売上高 12,378百万円 

連結営業利益 1,136百万円 

連結経常利益 990百万円 

親会社株主に帰属する当

期純利益 
470百万円 

１株当たり連結当期純利

益 
79.55円 

１株当たり配当金 0.00円 

（注）「大株主及び持株比率（2021 年６月 30 日）」における持株比率の記載は、対象者が 2021 年８月 13 日に提出

した第９期第２四半期報告書の「大株主の状況」に基づき作成しております。 
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３．株式を取得する子会社（日本テレビ放送網）の概要 

上記「Ⅰ．本公開買付けの結果について」の「日本テレビ放送網の概要」をご参照ください。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

－株 

（議決権の数：－個） 

（議決権所有割合：－％） 

（２） 取得株式数 

1,514,900株  

（議決権の数：15,149個） 

（議決権所有割合：25.43％） 

（３） 取得価額 2,878百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

1,514,900株 

（議決権の数：15,149個） 

（議決権所有割合：25.43％） 

（注１）「（２）取得株式数」及び「（４）異動後の所有株式数」に係る「議決権所有割合」の計算においては、対

象者が 2021 年 11 月 12 日に関東財務局長に提出した第９期第３四半期報告書（以下「対象者四半期報告

書」といいます。）に記載された 2021年９月 30日現在の対象者の発行済株式総数（6,201,322株）から、

対象者四半期報告書に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数（243,228 株）を控除した株式

数（5,958,094株）に係る議決権の数（59,580個）を分母として計算しております。 

（注２）「議決権所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。  

（注３）「取得価額」は、百万円未満を切り捨てております。なお、アドバイザリー費用等は含まれておりません。  

 

５．異動の日程（予定） 

 2021年 12月 29日（水曜日）（本公開買付けの決済の開始日） 

 

６．今後の見通し 

当社の業績に与える影響については現在精査中であり、今後、公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたし

ます。  

 

以上 
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2021年 12月 24日 

各位 

 

会社名 日本テレビ放送網株式会社 

代表者の役職氏名 代表取締役会長  大 久 保  好 男 

問い合わせ先 社長室広報部長 野口敦史 

 （TEL. 03-6215-4111） 

 

 

株式会社ビーグリー（証券コード 3981）株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ 

 

日本テレビ放送網株式会社（以下「公開買付者」又は「当社」といいます。）は、2021年 11月 12日開催の取締役会にお

いて、株式会社ビーグリー（株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第一部、コード：3981、

以下「対象者」といいます。）の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）を金融商品取引法（昭和23年法律第25号。

その後の改正を含みます。以下「法」といいます。）による公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）により取得

することを決議し、2021 年 11 月 15 日より本公開買付けを実施しておりましたが、本公開買付けが 2021 年 12 月 23 日を

もって終了いたしましたので、その結果について、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、対象者が 2021年 11月 12日に関東財務局長に提出した有価証券届出書（以下「対象者有価証券届出書」といいま

す。）及び対象者が2021年11月12日に公表した「日本テレビ放送網株式会社による当社株券に対する公開買付けに関する

意見表明、同社との資本業務提携、及び同社を割当予定先とする第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」（以下

「対象者プレスリリース」といい、対象者有価証券届出書と併せて「対象者有価証券届出書等」といいます。）によれば、

対象者は、2021 年 11 月 12 日開催の対象者取締役会において、対象者が、本公開買付けの結果に応じ、公開買付者を割当

予定先として行う最大で対象者株式 1,069,400 株（以下「最大割当株式数」といいます。）の新株の発行による第三者割当

増資（以下「本第三者割当増資」といいます。）について決議しているとのことであり、公開買付者は、本第三者割当増資

に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、公開買付者の増資後完全希薄化所有

割合（注１）を 25.00％とするために必要な最小の数と、最大割当株式数のいずれか少ない数の対象者株式について払込み

を行う予定でしたが、本公開買付けの結果、本公開買付けに応じて売付け等がなされた株券等（以下「応募株券等」とい

います。）の総数が買付予定数の上限（1,514,900 株）を超えたため、公開買付者は、本第三者割当増資における公開買付

者に対する募集株式の数として対象者が決議した株式数（1,069,400株）のうち全部について払込みを行いません。 

（注１）「増資後完全希薄化所有割合」とは、本公開買付け及び本第三者割当増資の結果新たに発行されることとなる対象

者株式に係る議決権数を踏まえた株券等所有割合であって、本公開買付け及び本第三者割当増資の引受けにより

公開買付者が所有することとなる対象者株式数を合計した対象者株式数を分子とし、対象者が 2021年 11月 12日

に関東財務局長に提出した第９期第３四半期報告書（以下「対象者四半期報告書」といいます。）に記載された

2021 年９月 30 日現在の対象者株式の発行済株式総数（6,201,322 株）に本第三者割当増資により公開買付者が引

き受ける対象者株式数を加え、対象者四半期報告書に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数

（243,228 株）を控除した対象者株式数に、2021 年９月 30 日現在の対象者が発行する第４回新株予約権及び第５

回新株予約権（詳細は下記をご参照ください。なお、2021 年 11 月 12 日現在、対象者が発行する権利行使可能な

新株予約権は第４回新株予約権及び第５回新株予約権のみであり、これらのほかに対象者が発行する権利行使可

能な新株予約権は存在しておりません。）の合計 101,464 個の目的となる対象者株式数の合計数（101,464 株）を

加算した株式数を分母として算出される割合（小数点以下第三位を四捨五入しております。）をいいます。以下同

じです。 

回号 
2021年９月 30日 

現在の残存個数 

2021年９月 30日 

現在の残存個数の 

目的となる株式数 

第４回新株予約権 82,000個 82,000株 

第５回新株予約権 19,464個 19,464株 
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（注） 2021 年９月 30 日現在の各新株予約権の残存個数及びその目的となる株式数は、対象者プレスリリースに

記載された数値となります。 

 

記 

 

１．買付け等の概要 

（１）公開買付者の名称及び所在地 

名称    日本テレビ放送網株式会社 

所在地   東京都港区東新橋一丁目６番１号 

 

（２）対象者の名称 

株式会社ビーグリー 

 

（３）買付け等に係る株券等の種類 

普通株式 

 

（４）買付予定の株券等の数 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

1,514,900株 713,000 株 1,514,900 株 

（注１）本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を設定しているため、応募株券等の総数が買付予定数の下限

（713,000株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け等を行いません。応募株券等の総数が買付予定数の

下限（713,000 株）以上、買付予定数の上限（1,514,900 株）以下の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行い

ます。応募株券等の総数が買付予定数の上限（1,514,900株）を超える場合は、その超える部分の全部又は一部の

買付け等は行わないものとし、法第27条の13第５項及び発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関す

る内閣府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後の改正を含み、以下「府令」といいます。）第 32 条に規定するあ

ん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

（注２）単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後

の改正を含みます。）に従って株主による単元未満株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に

従い本公開買付けの買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）中に自己の株式を買取ることがありま

す。 

（注３）本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 

 

（５）買付け等の期間 

① 届出当初の買付け等の期間 

2021年 11月 15日（月曜日）から 2021年 12月 23日（木曜日）まで（28営業日） 

 

② 対象者の請求に基づく延長の可能性 

法第 27 条の 10 第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告

書が提出された場合は、公開買付期間は、2021年 12月 27日（月曜日）まで（30営業日）となる予定でしたが、該

当事項はありませんでした。 

 

（６）買付け等の価格 

普通株式１株につき、金 1,900円 

 

２．買付け等の結果 

（１）公開買付けの成否 
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本公開買付けにおいては、応募株券等の総数が買付予定数の下限（713,000 株）に満たない場合は、応募株券等の

全部の買付け等を行わない旨、及び、応募株券等の総数が買付予定数の上限（1,514,900 株）を超える場合は、その

超える部分の全部又は一部の買付け等を行わず、法第 27条の 13第５項及び府令第 32条に規定するあん分比例の方式

により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行う旨の条件を付しておりましたが、応募株券等の総数

（1,883,204株）が買付予定数の上限（1,514,900株）を超えたため、公開買付開始公告及び公開買付届出書（その後

の公開買付届出書の訂正届出書により訂正された事項を含みます。以下同じです。）に記載のとおり、その超える部分

の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第 27条の 13第５項及び府令第 32条に規定するあん分比例の方式

により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

 

（２）公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名 

法第 27 条の 13 第１項に基づき、金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号。その後の改正を含みます。）第

９条の４及び府令第 30条の２に規定する方法により、2021年 12月 24日に東京証券取引所において、本公開買付けの

結果を報道機関に公表いたしました。 

 

（３）買付け等を行った株券等の数 

株券等の種類 ① 株式に換算した応募数 ② 株式に換算した買付数 

株 券 1,883,204株 1,514,974株  

新 株 予 約 権 証 券 － 株 － 株  

新 株 予 約 権 付 社 債 券 － 株 － 株  

株 券 等 信 託 受 益 証 券 

（ ） 
－ 株 － 株  

株 券 等 預 託 証 券 

（ ） 
－ 株 － 株  

合 計 1,883,204株 1,514,974株  

（潜在株券等の数の合計） － （ － 株） 

 

（４）買付け等を行った後における株券等所有割合 

買付け等前における公開買付者

の所有株券等に係る議決権の数 
0個 （買付け等前における株券等所有割合 0.00％） 

買付け等前における特別関係者

の所有株券等に係る議決権の数 
0個 （買付け等前における株券等所有割合 0.00％） 

買付け等後における公開買付者

の所有株券等に係る議決権の数 
15,149個 （買付け等後における株券等所有割合 25.43％） 

買付け等後における特別関係者

の所有株券等に係る議決権の数 
0個 （買付け等後における株券等所有割合 0.00％） 

対象者の総株主の議決権の数 59,524個  

（注１）「買付け等前における特別関係者の所有株券等に係る議決権の数」及び「買付け等後における特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数」は各特別関係者（但し、特別関係者のうち法第 27 条の２第１項各号における株券等所有

割合の計算において府令第３条第２項第１号に基づき特別関係者から除外される者を除きます。）が所有する株券

等に係る議決権の数の合計を記載しております。 

（注２）「対象者の総株主の議決権の数」は、対象者四半期報告書に記載された 2021 年６月 30 日現在の総株主の議決権の

数です。但し、本公開買付けにおいては単元未満株式についても買付け等の対象としているため、「買付け等前に

おける株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」の計算においては、対象者四半期報告書に
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記載された 2021年９月 30日現在の対象者の発行済株式総数（6,201,322株）から、対象者四半期報告書に記載さ

れた同日現在の対象者が所有する自己株式数（243,228 株）を控除した株式数（5,958,094 株）に係る議決権の数

（59,580個）を「対象者の総株主の議決権の数」として計算しております。 

（注３）対象者有価証券届出書等によれば、対象者は、2021 年 11 月 12 日開催の対象者取締役会において、対象者が、本

公開買付けの結果に応じ、公開買付者を割当予定先として行う本第三者割当増資について決議しているとのこと

であり、公開買付者は、本第三者割当増資に関して、本公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を

確認した上で、公開買付者の増資後完全希薄化所有割合を 25.00％とするために必要な最小の数と、最大割当株式

数のいずれか少ない数の対象者株式について払込みを行う予定でしたが、本公開買付けの結果、応募株券等の総

数が買付予定数の上限（1,514,900株）を超えたため、公開買付者は、本第三者割当増資における公開買付者に対

する募集株式の数として対象者が決議した株式数（1,069,400株）のうち全部について払込みを行いません。 

（注４）「買付け等前における株券等所有割合」及び「買付け等後における株券等所有割合」については、小数点以下第三

位を四捨五入しております。 

 

（５）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算 

応募株券等の総数（1,883,204株）が買付予定数の上限（1,514,900株）を超えたため、公開買付開始公告及び公開

買付届出書に記載のとおり、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第 27 条の 13 第５項

及び府令第 32条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います（各応

募株券等の数に１単元（100 株）未満の株数の部分がある場合、あん分比例の方式により計算される買付株数は各応

募株券等の数を上限とします。）。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１単元未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主等からの買付株数

の合計が買付予定数の上限を超えたため、買付予定数の上限を下回らない数まで、四捨五入の結果切り上げられた株

数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株数を１単元（あん分比例の方式により計算される買付株数

に１単元未満の株数の部分がある場合は当該１単元未満の株数）減少させるものとしました。但し、切り上げられた

株数の等しい複数の応募株主等全員からこの方法により買付株数を減少させると買付予定数の上限を下回ることと

なったため、買付予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽せんにより買付株数を減少させる株

主等を決定しました。 

 

（６）決済の方法 

① 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社   東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

 

② 決済の開始日 

2021年 12月 29日（水曜日） 

 

③ 決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を本公開買付けに係る株券等の買付け等の

申込みに対する承諾又は売付け等の申込みをされる方（以下「応募株主等」といいます。）（外国人株主等の場合に

はその常任代理人）の住所又は所在地宛に郵送します。なお、日興イージートレードからの応募については、電磁

的方法により交付します。 

買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等（外国人株主等の場合にはそ

の常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主等の場合

にはその常任代理人）の指定した場所へ送金します。 

 

④ 株券等の返還方法 

公開買付代理人は、返還することが必要な株券等を、公開買付期間の末日の翌々営業日に、公開買付代理人の応

募株主口座上で、応募が行われた時の状態（応募が行われた時の状態とは、本公開買付けへの応募注文の執行が解

除された状態を意味します。）に戻します。 

 



8 
 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

本公開買付け後の方針等につきましては、公開買付者が 2021年 11月 12日付で公表した「株式会社ビーグリー（証券

コード 3981）株式に対する公開買付けの開始及び第三者割当増資の引受け並びに資本業務提携契約の締結に関するお知

らせ」（以下「公開買付者プレスリリース」といいます。）に記載のとおり、対象者有価証券届出書等によれば、対象者

は、2021 年 11 月 12 日開催の対象者取締役会において、対象者が、本公開買付けの結果に応じ、公開買付者を割当予定

先として行う本第三者割当増資について決議しているとのことであり、公開買付者は、本第三者割当増資に関して、本

公開買付けが成立した場合には、本公開買付けの結果を確認した上で、公開買付者の増資後完全希薄化所有割合を

25.00％とするために必要な最小の数と、最大割当株式数のいずれか少ない数の対象者株式について払込みを行う予定で

したが、本公開買付けの結果、応募株券等の総数が買付予定数の上限（1,514,900株）を超えたため、公開買付者は、本

第三者割当増資における公開買付者に対する募集株式の数として対象者が決議した株式数（1,069,400株）のうち全部に

ついて払込みを行いません。上記を除き、公開買付者プレスリリース記載の内容から変更はありません。 

 

４．公開買付報告書の写しを縦覧に供する場所 

日本テレビ放送網株式会社  東京都港区東新橋一丁目６番１号 

株式会社東京証券取引所   東京都中央区日本橋兜町２番１号 

 

以 上 


